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2025 年 9 月 11 日 

企業会計基準委員会 御中 

PwC Japan 有限責任監査法人 品質管理本部 

コーポレート・レポーティング・サービス部

企業会計基準公開草案第 87 号 

「後発事象に関する会計基準（案）」等に対するコメント 

貴委員会から公表されました企業会計基準公開草案第 87 号「後発事象に関する会計基準（案）」等

（以下「本公開草案」1という。）について、コメントを表明する機会をいただき御礼申し上げます。 

私どもの意見を、下記のとおり提出いたしますので、今後の審議においてご検討いただきたく、お願い

申し上げます。 

記 

貴委員会の本公開草案における開発にあたっての基本的な方針である、後発事象を取り扱う包括的

な会計基準を設定することを優先的な課題とし、原則として日本公認会計士協会 監査・保証基準委員

会 監査基準報告書 560 実務指針第 1 号「後発事象に関する監査上の取扱い」で示されている会計に

関する内容を踏襲して移管する提案の方向性を支持する。 

しかしながら、実務における新基準の円滑な導入の観点から、いくつかご検討いただきたい点がある

ため、本公開草案に付された質問項目に対する意見について、以下に記載する。 

質問 1（後発事象の対象期間に関する基本的な取扱いに関する質問） 

「財務諸表の公表の承認日」までを後発事象の対象期間とする本公開草案の提案に同意します

か。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

同意する。 

質問 2（会計監査人設置会社の計算書類等及び連結計算書類における後発事象の対象期間に関する

質問） 

会計監査人設置会社において作成される計算書類等及び連結計算書類における後発事象の対象

期間を確認日までとする本適用指針案の提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご

記載ください。 

1 企業会計基準公開草案第 87 号「後発事象に関する会計基準（案）」を「本会計基準案」、企業会計基準適用指針公開草案第

87 号「後発事象に関する会計基準の適用指針（案）」を「本適用指針案」としています。 
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同意する。 

 

質問 3（会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱いに関する質問） 

本適用指針案の会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱いに関する

提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

また、後発事象に関する会計基準の公表後に会計監査人設置会社における確認日後に生じた修

正後発事象の取扱いの見直しを行うことについて、ご意見があればご記載ください。 

 

提案の方向性には同意するが、以下の点について、検討いただきたい。 

 

1. 計算書類等に関する確認日と連結計算書類に関する確認日が同一日付ではない場合の取扱い 

 

現行実務において親会社の計算書類等と連結計算書類の監査意見日が基本的に同一日付であると

の貴委員会事務局の調査結果に基づけば、親会社の計算書類等の確認日と連結計算書類の確認日が

同一日付ではなく、連結計算書類の確認日が後となる可能性は稀であるものと認識している。 

しかしながら、仮に、両方の確認日が同一日付ではない場合、計算書類等の確認日から連結計算書

類の確認日までの間に生じた修正後発事象について、親会社の個別財務諸表において開示後発事象

として取り扱い、他方で、連結財務諸表においては修正後発事象として取り扱うことになると考えられる。 

 これまで我が国においては、連結財務諸表が個別財務諸表の積み上げとして捉えられていることを踏

まえ、基準開発が行われてきているものと理解している。本公開草案の提案によると、連結財務諸表が個

別財務諸表の積み上げとならないことになるが、この点も考慮した上での提案と考えてよいか確認した

い。 

 

2. 特例的な取扱いの見直しを行うことについて 

 

【意 見】 

特例的な取扱いの見直しについて検討を行うことに賛成する。検討を行う時期については、開示書類

の一本化に係る法令の改正動向を踏まえて検討することを提案する。 

 

【理 由】 

貴委員会により 2022 年 8 月に公表された中期運営方針のとおり、財務情報の比較可能性を高め、か

つ、我が国の会計基準の信任を確保するためには、国際的な会計基準との整合性を図る必要性がある

と考える（基本的な考え方等が異なり、我が国として受け入れ難いものを除く。）。 

しかしながら、会社法と金融商品取引法の開示制度が併存する我が国固有の状況を踏まえると、修正

後発事象により計算書類と財務諸表の単一性が確保されなくなることから生じうる実務上の混乱を懸念

する意見があり、貴委員会における過去の検討が停止した経緯についても留意している。 

現在、上場会社においては、金融庁から定時株主総会前の有価証券報告書の開示が要請されてお

り、関係者の要望を踏まえ、今後、関係各所において会社法と金融商品取引法の一体的開示ないし開

示書類の一本化等が検討される可能性もあると考えられる。そのため、法令の改正動向や実務での適用
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状況を注視して、特例的な取扱いの見直しを行う時期について検討を進めることが適当である。 

 

質問 4（開示に関する質問） 

本会計基準案の開示に関する提案及び第一種中間財務諸表等における開示の提案に同意します

か。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

 

提案の方向性には同意するが、以下の点について、検討いただきたい。 

 

本会計基準案第 7 項では、重要な開示後発事象に関する注記に関して開示目的を定めており、

BC18 項において注記に必要な内容の検討にあたっては、開示目的に照らして重要性を考慮すると説

明されている。 

一方、補足文書（案）では、より具体的に、「どのような項目をどのような詳細さで記載すべきかについ

ては、当該開示目的に照らして企業が適切に判断するものであると考えられる」との記述が含められてい

る（補足文書（案）第 5 項）。 

補足文書は、企業会計基準等の一部を構成しないとされている（「企業会計基準及び修正国際基準

の開発に係る適正手続に関する規則」第 12 条）ことを踏まえると、本会計基準の本文において、企業に

適切な判断の行使を求めることをより明確にするために、どのような項目をどのような詳細さで記載すべき

かについては、開示目的に照らして、企業が適切に判断する旨を定めることを検討いただきたい。 

 

質問 5（適用時期等に関する質問） 

本公開草案の適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載

ください。 

 

同意する。 

 

質問 7（補足文書（案）に関する質問） 

仮に日本公認会計士協会により監基報 560実 1が廃止された場合に、補足文書を公表する提案に

同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

 

実務で広く参考にしているため、公表することに同意する。また、チェックリストのように用いられる可能

性があり、開示目的を定めるアプローチと整合しない等の理由から、今後更新しないことも支持する。 

ただし、補足文書（案）が、更新されていない内容を引き継ぐ提案となっており、既に他の会計基準等

と整合していない内容については、修正することを検討いただきたい。 

検討する内容としては、例えば、企業会計基準第 21 号「企業結合に関する会計基準」第 55 項、企業

会計基準第 7 号「事業分離等に関する会計基準」第 30 項、第 56 項、企業会計基準第 2 号「1 株当たり

当期純利益に関する会計基準」第 30-2 項等が考えられる。 

 

以 上 




